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 論文内容の要旨  
 

本論文は、社会経済的に多大な影響を与えている勤労世代の筋骨格系慢性疼痛に対して、サー

ビスギャップの視点から課題解決に貢献することをめざし、その実現に向けた質問調査や筋電図

を用いた実験研究、産業理学療法の視点からの実践研究を含む一連の研究であり、5 章から構成

される。 
第 1 章では、序論として研究の背景や動向、および問題の所在を整理した上で、問題を解決す

るために本論文で採用する手法および研究の目的について述べられた。 
第 2 章では、筋骨格系慢性疼痛の実態を明らかにすることを目的に、1,946 名を対象としたイ

ンターネット質問調査によって、現在有する割合と対処行動について年代別，部位別傾向を明ら

かにした．その結果、代表的な部位である首，肩，腰の慢性疼痛は勤労世代が抱える問題である

と示された。また、慢性疼痛が発生した時の対処行動については、対象者の約 5 割が特定の対処

行動をおこなっていないことが明らかになった。また、筋骨格系慢性疼痛のサービスギャップは、

部位や年代に関わらず一貫して存在し、病院受診の少なさに関しては勤労世代が抱える問題であ

る可能性が明らかとなった。 
第 3 章では、表面筋電図を用いて安静立位および体幹伸展最終域における体幹筋群、股関節筋

群の筋活動について健常者と慢性腰痛者の筋活動パターンの違いを検討した。その結果、健常群

では安静立位に比べ体幹伸展最終域において腰部腸肋筋、胸部腸肋筋の筋活動に有意な減少が認

められたが、腰痛群では有意な変化は認められなかった。この結果は、慢性腰痛者の筋活動パタ

ーンは、体幹伸展動作でも脊柱起立筋群に健常者とは異なり、筋骨格系慢性疼痛に対する治療ア

プローチの示唆が得られた。 
第 4 章では、理学療法士が企業の勤労者を対象に、筋骨格系慢性疼痛の予防・改善を目的とし

て実施された講習会関する実践事例を検討した。その結果、7 割を上回る満足度が得られ、予防医

療の観点に基づき、適切な予防段階に合わせた取り組みを提供することの重要性が示唆された。 
第 5 章では総合考察をおこない、本研究の総括がおこなわれた。本研究を通して筋骨格系慢性

疼痛はその代表的である部位（首、肩、腰）や部位数を多く有する場合に特に勤労世代が抱える
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問題であると確認でき、日本の筋骨格系慢性疼痛改善を阻む要因としてサービスギャップ問題が

関与している可能性が示された。また、実際適切な対処行動を行っていない対象者、または筋骨

格系慢性疼痛の予防に関しては、理学療法士がデータに基づく産業理学療法の介入の効果を示せ

る可能性と筋活動に対する新たな治療アプローチの考案の可能性が示唆された。今後，勤労世代

の筋骨格系慢性疼痛に関わる医療従事者、企業、患者自身それぞれの立場から必要な取組み等に

ついて考察がまとめられた。 
 
 

論文審査の結果の要旨 

 

本論文は、社会経済的に大きな影響を与えている勤労世代の筋骨格系慢性疼痛に対して、サー

ビスギャップの視点から課題解決に貢献することを目的に行われた一連の研究である。論文では、

質問調査に基づき筋骨格系慢性疼痛の有する割合や対処行動について議論され、産業理学療法介

入や表面筋電図を用いた慢性腰痛者の筋活動計測についてもリハビリテーション医学的視点から

科学的根拠にもとづいて論じられていた。 

研究の手法に関しては、筋骨格系慢性疼痛に関する背景や問題点など先行研究のレビューに基

づき、適切に研究課題が提案されていた。また、質問調査では 1,946 名を対象として統計的手法に

基づいた分析がなされ、筋活動計測では 22 名を対象として実験条件および環境が統制して実施さ

れ、実践事例では、質問調査だけでなくヒアリングなど質的な分析を追加するなど、研究の手法

上、大きな問題は認められず、適切に遂行されたと評価できる。また、データの収集や分析およ

び公表においては OECD ガイドラインやヘルシンキ宣言等に則った運用がなされ、人権上の配慮

についても適切であった。 

研究の新規性に関しては、有する部位数が多い筋骨格系慢性疼痛、および代表的な部位である

首、肩、腰の慢性疼痛は勤労世代が抱える問題であり、対象者の約 5 割は慢性疼痛が発生した時

に対処行動を行っておらず、30 代の病院受診は約 2 割程度と低く、勤労世代が抱える筋骨格系慢

性疼痛にはサービスギャップ問題が関与している可能性を示した点は学術的にも貴重な知見とい

える。 

研究の有用性に関しては、慢性腰痛者において、体幹伸展時に健常者と異なる筋活動パターン

が存在することを明らかにした点は、筋骨格系慢性疼痛治療の効果向上に向けた重要な知見であ

る。また、産業理学療法の観点から企業を実際に訪問した実践研究において、対象者への理解度

や満足度の向上が示せたことは今後の筋骨格系慢性疼痛対策において有益な知見となる。特に、

事前に実施した企業側との打ち合わせや対象者への事前質問調査の効果を示した点は、現在、報

告が少ない産業理学療法分野においても重要な示唆を与えたと評価できる。 

今後、さらに適切な対処行動をおこなった筋骨格系慢性疼痛患者がどのように改善傾向に向か

うのか、その重症度はどのように変化していくのかなどのデータを蓄積しつつ、実践研究を積み

重ねることで、筋骨格系慢性疼痛の課題解決に向けて貢献が期待される社会的意義の高い研究で

ある。 

これらの研究はいずれも申請者が筆頭著者である査読制度のある学術誌に既に掲載された以下

の 3 報の論文で構成されている。 
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